
▼
こ
の
連
載
は
、
和
田
倉
門
法
律
事
務
所
の
加
藤
伸
樹
弁
護
士
、
野
村
彩
弁
護
士
、
藤
池
尚
恵
弁
護
士
が
執
筆
し
ま
す
。

中
小
企
業
に
影
響
大
の

民
法
改
正

知らなきゃ
経営リスクに！

民
法
の
改
正
が
間
近
に
迫
っ
て
い
る
。

民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
民
法
改
正
法

案
）
は
平
成
27
年
３
月
31
日
に
通
常
国
会
（
第
１

８
９
回
）
に
提
出
さ
れ
た
が
、
こ
の
国
会
で
は
成

立
せ
ず
、
28
年
１
月
４
日
に
召
集
さ
れ
た
第
１
９

０
回
国
会
で
継
続
審
議
と
な
っ
た
。
今
国
会
で
成

立
す
る
可
能
性
は
十
分
に
あ
る
。
成
立
し
た
場
合

の
施
行
日
は
「
公
布
の
日
か
ら
３
年
以
内
」
と
さ

れ
て
い
る
。

改
正
に
至
る
経
緯

民
法
は
、
わ
が
国
の
私
法
の
う
ち
最
も
基
本
的

な
法
律
と
言
っ
て
よ
い
。
今
回
大
幅
に
改
正
さ
れ

る
の
は
、
民
法
の
な
か
の
「
債
権
法
」
の
分
野
だ
。

そ
の
内
容
は
多
岐
に
わ
た
り
、
企
業
や
一
般
取
引

に
与
え
る
影
響
は
大
き
い
。

現
行
民
法
は
非
常
に
古
い
。
い
く
つ
か
の
重
要

な
改
正
を
経
て
は
い
る
が
、
債
権
法
に
関
す
る
分

野
は
、
そ
の
中
核
に
つ
い
て
制
定
当
時
の
も
の
を

引
き
継
い
で
い
る
。

当
然
な
が
ら
、
こ
の
間
に
わ
が
国
の
社
会
情
勢

や
経
済
情
勢
は
大
き
く
変
化
し
た
。
Ｉ
Ｔ
化
や
グ

ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
は
著
し
い
。
民
法
の
債
権
法

の
分
野
は
、
国
民
生
活
と
密
接
に
関
わ
る
も
の
で

あ
る
た
め
、
こ
の
変
化
に
対
す
る
対
応
も
強
く
求

め
ら
れ
る
。
さ
ら
に
判
例
や
裁
判
実
務
も
、
長
い

年
月
の
間
に
た
く
さ
ん
積
み
重
ね
ら
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
で
、
現
行
民
法
を
よ
り
分
か

り
や
す
い
も
の
と
し
、
ま
た
時
勢
に
合
っ
た
も
の

と
す
る
た
め
、
見
直
し
の
声
が
高
ま
っ
て
、
改
正

に
至
っ
た
の
だ
。

具
体
的
な
改
正
の
経
緯
を
以
下
に
ま
と
め
る
。

平
成
21
年
10
月
に
、
法
務
大
臣
か
ら
民
法
（
債

権
関
係
）の
改
正
に
関
す
る
諮
問
が
あ
っ
た
。
少
々

長
い
が
、
改
正
の
意
義
が
示
さ
れ
て
い
る
部
分
な

の
で
引
用
す
る
。

民
事
基
本
法
典
で
あ
る
民
法
の
う
ち
債
権
関
係
の

規
定
に
つ
い
て
、
同
法
制
定
以
来
の
社
会
・
経
済
の

変
化
へ
の
対
応
を
図
り
、
国
民
一
般
に
分
か
り
や
す

い
も
の
と
す
る
等
の
観
点
か
ら
、
国
民
の
日
常
生
活

や
経
済
活
動
に
か
か
わ
り
の
深
い
契
約
に
関
す
る
規

定
を
中
心
に
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ

る
の
で
、
そ
の
要
綱
を
示
さ
れ
た
い
。

こ
れ
を
受
け
て
「
法
制
審
議
会
・
民
法
（
債
権

関
係
）
部
会
」
が
発
足
し
、
同
年
11
月
24
日
に
第

１
回
の
審
議
が
執
り
行
わ
れ
た
。
そ
の
後
、
25
年

２
月
に「
中
間
試
案
」、
26
年
４
月
に「
要
綱
仮

案
」、
27
年
２
月
に
「
要
綱
案
」
が
決
定
さ
れ
、
そ

の
採
択
を
経
て
法
務
大
臣
に
答
申
、
同
年
３
月
に

国
会
に
提
出
さ
れ
た
。

施
行
の
日
は
、
前
述
の
と
お
り
、
公
布
の
日
か

ら
３
年
以
内
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
期
間
中
に
法

務
省
と
し
て
は
、解
説
書
類
の
作
成
や
、関
係
省
庁
、

各
種
業
界
へ
の
周
知
を
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

主
な
変
更
点
は
？

こ
の
連
載
で
は
、
残
り
９
回
で
可
能
な
限
り
改

正
の
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
を
解
説
し
て
い
く
。
具
体

的
に
は
、
消
滅
時
効
、
法
定
利
率
、
債
務
不
履
行
・

担
保
責
任
、
契
約
解
除
・
危
険
負
担
、
連
帯
債
務
、

保
証
、
債
権
譲
渡
・
相
殺
、
定
型
約
款
、
賃
貸
借

と
い
っ
た
テ
ー
マ
を
紹
介
す
る
予
定
だ
。

こ
れ
ら
の
な
か
に
は
、
新
た
に
ル
ー
ル
が
設
け

ら
れ
た
も
の
と
、
判
例
な
ど
を
も
と
に
以
前
か
ら

実
務
対
応
さ
れ
て
い
た
内
容
を
踏
襲
し
て
い
る
も

の
と
の
２
種
類
が
あ
る
。
前
者
で
あ
れ
ば
当
然
こ

れ
ま
で
と
は
異
な
る
新
た
な
対
応
が
必
要
と
な
る

し
、
後
者
も
実
務
上
の
処
理
と
今
回
の
改
正
さ
れ

た
条
文
の
内
容
の
差
異
に
気
を
つ
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
こ
の
連
載
で
は
こ
う
し
た
視
点
も
取
り

入
れ
な
が
ら
、
企
業
の
経
営
者
や
担
当
者
が
具
体

的
に
ど
の
よ
う
な
点
を
知
っ
て
お
く
べ
き
な
の
か
、

実
務
的
な
問
題
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
。�

�

（
つ
づ
く
）

大
改
正
の
意
義
と
経
緯

第
１
回

和
田
倉
門
法
律
事
務
所
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士


